
 附属明細書（住宅融資保険勘定）  

 

１ 固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細 

当期償却費 当期減損額

ソフトウェア 2,308,618,953 90,590,305 0 2,399,209,258 2,018,643,155 273,678,912 380,566,103

計 2,308,618,953 90,590,305 0 2,399,209,258 2,018,643,155 273,678,912 380,566,103

摘要

無形固定

資産

（単位：円）

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高

 

 

２ 有価証券の明細 

（単位：円)

区分 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額 摘要

満期保有目的債券 126,309,974,000 125,700,000,000 125,768,991,373

計 126,309,974,000 125,700,000,000 125,768,991,373

（単位：円)

区分 取得価額 時価 貸借対照表計上額
当該費用に

含まれた評価差額

その他有価証券

評価差額
摘要

その他有価証券 12,163,000,000 12,163,000,000 12,163,000,000 － －

計 12,163,000,000 12,163,000,000 12,163,000,000 － －

当期費用に

含まれた評価差額

－

－

 

（注）銘柄ごとの明細は附属明細書（法人単位）に記載しています。 

 

３ 引当金の明細 

目的使用 その他

賞与引当金 37,980,006 37,267,219 37,980,006 0 37,267,219

計 37,980,006 37,267,219 37,980,006 0 37,267,219

（単位：円)

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要

 

 

４ 退職給付引当金の明細 
（単位：円)

期首残高 当期増加額 当期減少額（△）
勘定間異動に

伴う増減
期末残高 摘要

退職給付債務合計額 1,237,343,390 △ 85,470,603 △ 65,085,171 △ 89,735,167 997,052,449

退職一時金に係る債務 554,771,544 △ 5,477,194 △ 38,719,067 △ 40,529,433 470,045,850

確定給付企業年金に係る債務 682,571,846 △ 79,993,409 △ 26,366,104 △ 49,205,734 527,006,599

△ 25,028,088 118,455,245 10,969,503 7,038,845 111,435,505

未認識過去勤務費用 △ 25,344,211 0 3,330,846 1,823,909 △ 20,189,456

未認識数理計算上の差異 316,123 118,455,245 7,638,657 5,214,936 131,624,961

年金資産 △ 635,027,696 △ 19,022,110 26,366,104 45,743,889 △ 581,939,813

退職給付引当金 577,287,606 13,962,532 △ 27,749,564 △ 36,952,433 526,548,141

区分

未認識過去勤務費用及び

未認識数理計算上の差異
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５ 役員及び職員の給与の明細 

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
9,617 1 29 0

( 1,442 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

427,935 49 49,967 3
( 1,442 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

437,551 50 49,996 3

（単位：千円、人）

区分
報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

役員

職員

合計
 

（注１）役員に対する報酬及び退職手当の支給基準は、独立行政法人住宅金融支援機構役員報酬規程及び独立行政法人住宅金融支援機
構役員退職手当規程に定め、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第50条の２第２項の規定に基づき、国土交通大臣及
び財務大臣に届け出るとともに、公表しています。 

（注２）職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、独立行政法人住宅金融支援機構職員給与規程及び独立行政法人住宅金融支援機
構職員退職手当規程に定め、独立行政法人通則法第50条の10第２項の規定に基づき、国土交通大臣及び財務大臣に届け出るとと
もに、公表しています。 

（注３）支給人員数は、法人単位の年間平均支給人員を令和６年度末の各勘定別給与比率により按分した人数（小数点以下四捨五入）
を記載しています。 

（注４）上記支給額は、千円未満四捨五入で表示しています。 
（注５）報酬又は給与の支給額は、賞与及び諸手当を含みます。 
（注６）上段（ ）書きは非常勤職員であり別掲となっています。 

 

給与等の支給基準の概要 

 役員報酬基準の概要     理  事  長  1,145,000円 

               副 理 事 長   984,000円 

               理 事 長 代 理    939,000円 

               理       事   850,000円 

               監       事   770,000円 

を月額として支給しています。 

               その他の諸手当については、独立行政法人住宅金融支援機構役員報酬規程に基づき支給しています。 

 役員退職手当の概要     役員の退職手当は、独立行政法人住宅金融支援機構役員退職手当規程に基づき支給しています。 

職員給与基準の概要     職員の給与は、基本給及び諸手当としています。 

               給与は、独立行政法人住宅金融支援機構職員給与規程及び独立行政法人住宅金融支援機構再雇用職員 

               給与規程に基づき支給しています。 

 非常勤職員給与基準の概要  非常勤職員の給与は、基本給及び諸手当としています。 

               給与は、独立行政法人住宅金融支援機構再雇用職員給与規程に基づき支給しています。 

職員退職手当の概要     職員の退職手当は、独立行政法人住宅金融支援機構職員退職手当規程に基づき支給しています。  

 

６ 開示すべきセグメント情報 

 

中期目標における事業区分に基づくセグメント情報である住宅融資保険等事業に係る計数

は、住宅融資保険勘定と同一であるため、記載を省略しています。 

 

７ 営業経費の明細 

（単位：円）

金額 備考

人件費 548,329,548 基金掛金の事業主負担分を含みます。

管理旅費 3,238,458 法人全般にわたる計画、調整、管理等の一般管理業務のための旅費（一般管理費）

管理諸費 210,696,541 法人全般にわたる計画、調整、管理等の一般管理業務のための諸費用（一般管理費）

業務旅費 4,459,790 独立行政法人住宅金融支援機構法（平成17年法律第82号）第13条に規定する業務の執行のための旅費

業務諸費 1,015,234,370 独立行政法人住宅金融支援機構法第13条に規定する業務の執行のための諸費用

その他 321,144,299

計 2,103,103,006  

 

８ 関係法人 

 

当事業年度末において、特定関連会社等に該当する法人はありません。 

 94 


